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ヨーロッパ・アメリカの高等教育の現状（速報）

小 笠 原　正 明

北海道大学高等教育機能開発総合センター

Status Quo of the Higher Education in Europe and the United States of America

(A Quick Report)

Masaaki Ogasawara

Center for Research and Development in Higher Education, Hokkaido University

Abstract─Observations in the recent trip to Europe and the United States of America were reported in a form of

quick report. From the analysis of the curricula and the edcuational systems in those areas, the author emphasisized

the importance of general education in higher eduation in Japan.

はじめに

　大学改革はアメリカでは1960 年代から70 年代

にかけて，ヨーロッパではやや遅れて80 年代に

行われた。日本ではそれよりさらに遅れて90 年

代になってから新制大学発足以来という大改革が

進んでいる。その渦中にあって，ヨーロッパ・ア

メリカの大学改革の結果がどのようなものである

かを知ることは意味のあることであろう。さいわ

い，ごく最近，在外研究員としてヨーロッパ・ア

メリカの主要な大学を訪問・調査する機会に恵ま

れたので，速報のかたちでその内容を報告した

い。

　今回の調査では，1996 年1 月 28 日から 3 月 18

日の 3 週間をかけて 5 大学を訪問した。フランス，

スウエーデン・イギリス・アメリカの４ヵ国にわ

たっているので，本論に入る前に，各国の大学改

革の事情がどのようなものであったかをそれぞれ

一言で説明したい。

　フランス： 伝統的なグランゼコールの存在のた

めにヨーロッパでも特殊な状態にある。一般の大

学は２番手の高等教育機関としてかつては劣悪な

状態にあったが，1980 年代に大幅な改革が行われ

て現在ではかなり改善されている。

　イギリス： 伝統的に高等教育の改善に熱心な国

であるが，戦後は経済停滞から脱出を図るためと

いう国家的な見地から，高等教育の質の維持向上

に際して「費用と効率」を強調するようになっ

た。その結果，高等教育の問題は政治的に取り扱

われる傾向にあるといわれている。

　スエーデン： ドイツの制度に非常に近いフンボ

ルト型の大学が大部分であったが，1980 年代から

高等教育の大衆化に対応するために各地のポリテ

クニクをすべて大学に昇格させるなど量的な拡大

にも力を入れている。

　アメリカ： 1960 年代に公民権運動やベトナム反

戦運動と連動した激しい大学紛争を経験し，いち

はやく大学改革に取り組んだ。特に，近年の高等

教育改革は常に教育機会の均等あるいは量的な拡

大を目指している。
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訪問先と訪問の内容

　以下に記すように多くの関係者に対してインタ

ビュー調査を行った。また，それぞれの大学との

国際交流の推進についても意見交換を行った。

(1)パリ大学南校（フランス・オルセー）：① J. ベ

ローニ教授（放射線化学研究所所長）－フランス

の高等教育一般について，フランスの大学改革に

ついて；②R. アブアフ教授（物理学科）－フラン

スの前期高等教育について

(2)リンシャピン大学（スウエーデン・リンシャ

ピン）：①A.ルンド教授（物理および計測学部）

－スウエーデンにおける理系の高等教育につい

て；② A. ファールマン教授（物理学部長），H.

アーウイン助教授（基礎物理学教育責任者），L.

ペテルソン教授（高等教育部長）－物理学部の教

育内容について；③K.グランストローム助教授

（文理学部）－教育評価の理論と実際について；

④H.オーデーノ教授（工学部長），A.トルンバー

ル助教授（経営・経済学部）－工学教育について；

⑤H.ヘルバートソン，C.ヨハンセン－工学と経

営学の融合について，および交換学生プログラム

について

(3)リーズ大学（連合王国・リーズ）：C. J.ハット

ン教授（コンバインドスタディーセンター長），J.

バクストン（コンバインドスタディーセンター）

－複数の分野にまたがって学士号を与えるイギリ

スの制度について

(4)ユニバーシティーカレッジロンドン（連合王

国・ロンドン）：G.ジェームソン教授－ISDNを用

いた全国ネットの高等教育について，高等教育に

おけるマルチメディアの利用について

(5)マサチューセッツ大学アマースト校（アメリ

カ合衆国・アマースト）：①D.スコット学長およ

び７名の教養教育責任者との昼食会－アメリカの

高等教育における教養教育の理念について，ア

マースト校の教養教育の内容について，②B.バー

ン－北大とアマースト校との国際交流について

　関係者との懇談の内容は多岐にわたったが，と

くに以下の項目に力点をおいて調査を行った。

(1)各国の高等教育において教養教育はどのよう

に行われているか？

(2)教員の教育評価をどのように行っているか？

(3)実際の授業はどのようなものであるか？

教養教育の見方に大きな違い

　今回の調査において，各国の教養教育のとらえ

方は実にさまざまであると感じた。日本の教養教

育に近い考え方を持っている国はこれまでの経緯

からアメリカであろうが，その実態は日本とかな

り違っている。教養教育は大学教育の一部という

よりも，むしろその中心と考えられており，各論

的な専門教育は大学院で行われている。一方，

ヨーロッパにおいては，イギリスを中心として，

教養教育は高校段階で終わっており，大学は専門

教育を行うところという考えが強い。しかし，こ

れも一様ではなく，例えばフランスにおいては，

高校課程に加えてバカレロアを取得したあとのグ

ランゼコール入学のための準備段階も教養教育と

みなされている。一般大学に進む学生の場合，大

学前期（第1段階）も教養教育期間に相当するが，

この場合は文学，科学などの専門分化がすでに行

われている。一般にヨーロッパにおいては，ソク

ラテスに始まりゲーテで終わる伝統的な教養教育

の考え方が存在し，家庭も含めて社会全体で教養

人を育てるという雰囲気があるように思った。

　大学における教育評価は調査したすべての大学

で行われていた。イギリスでは，各専門分野ごと

に組織された全国的な委員会がそれぞれの学科

（学部）を監査し，その内容に応じてA，B，Cの

ランクづけを行っている。その監査の内容は詳細

をきわめたものであり，卒業試験の個々問題の妥

当性や，学生の面接試験の内容までチェックして

各学科に通知する。このような評価の厳しさが，

学士号の権威の根拠になっている。スウエーデン

ではこのような全国的組織による評価のほかに，

それぞれの学科で学生による教育評価を行い，担
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結論

　以上の調査の中で特に印象に残ったのは，ヨー

ロッパとアメリカの考え方の際立った違いであ

る。アメリカでは，教養とは何かが常に問題とさ

れており，それを定義し実践するところが大学で

あるという「常識」ないしは「使命感」があるよ

うに思う。一方，ヨーロッパでは，普遍的な西洋

文化の教育についてコンセンサスが存在し，大学

はその文化的な土壌の上で専門教育をほどこして

いると感じられた。ひるがえってわが国の高等教

育の現状を考えると，そのいずれにもあてはまら

ないあいまいさに気づく。ヨーロッパ型の専門重

視の傾向が強まっているが，専門教育を背後から

支える文化や教養についての共通理解が存在しな

いし，それについての関心もうすい。この点にお

いて，日本の高等教育は今かなり危うい状態にあ

るのではないかという気持ちを抱いて帰国した。

　現在の大学改革の成否は，新しい教養教育の内

容をどのように構築するかにかかっている。
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をいただいた。また同課長の西堀わか子氏には準

備段階でご協力を得た。ここに記して感謝した

い。

当者に通知しているところがあった。アメリカで

は，教養課程の各委員会がそれぞれの分野におい

て数年毎に教育内容の評価を行い，改善を行って

いる。しかし意外なことに，教師個人の教育評価

を公式に行っているところは無かった。研究とは

違って，教育は教師個人の問題というよりも，教

育組織あるいはカリキュラムの問題であるとの認

識があるように思った。ただし，以下に見聞した

範囲で判断する限り，個々の教師の教育技術は日

本に比べて格段に高い。

　授業の実地見学は，スウエーデンで１回，イギ

リスで１回，アメリカで３回計５回行った。授業

科目は，物理，物理化学，宗教学，法哲学，およ

び現代芸術である。アメリカでは，大学院の高等

教育関係のセミナーに参加し，講演のあと１時間

以上の質疑討論を行った。見聞した中では，アメ

リカの大学の授業の活発さが印象的であった。例

えば法哲学の授業では，あらかじめ読んでおくべ

き本の箇所がシラバスによって指定されていて，

実際の授業は教師と学生のあいだの討論を中心に

進められていた。いわゆる板書や教科書の逐語説

明は行われず，その日の主題になっている概念の

意味についての議論に終始する。この科目の特徴

かもしれないが，些末なことは抜きにして，本質

が何かを自分の言葉で議論することが授業の中心

になっている。


